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平成２４年度技術テーマ別調査研究に関する 

テーマの公募について 

 

 

 

当協会では、先導的かつ共通基盤的・公共的な課題等について幅広く産・学・官の英知を結

集して新技術・システムに関する調査研究を行い、今日的な社会的諸問題の解決、将来の望ま

しい社会システムの構築等に資することを目的として、(財)ＪＫＡの補助金により、「技術テー

マ別調査研究」を実施しております。 

このたび、本調査研究の平成２４年度の実施に当たり、広くテーマを発掘する目的で公募を

行い、優秀な提案テーマについては補助金要望に取り込むことといたします。 

テーマの提案にあたっては、別紙１の“公募要領”に基づき、別紙２の“提案書”の様式に

より平成２３年８月５日（金）（１７：００必着）までにご提出下さるようお願い致します。 

 

＜備考＞ 

平成２３年度から複数年度計画で継続実施しているテ－マについても、あらためて平成２４

年度向けの提案書をご提出下さい。 
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別 紙 １ 

 

平成２４年度技術テーマ別調査研究に関するテーマの公募要領 

 

１．技術調査研究の目的： 

先導的かつ共通基盤的・公共的な課題等について、幅広く産・学・官の英知を結集して、

新技術・システムに関する調査研究を行い、今日的な社会的諸問題の解決、将来の望ましい

社会システムの構築等に資することを目的とします。 

 

２．テーマの類型： 

先導的で単独企業のみでは取り組み得ない共通基盤的・公共的な技術課題等に関し、可能

な限り多業種、複数企業による当協会協同プロジェクト・国／ＮＥＤＯ等のプロジェクト形

成に向け、エンジニアリング技術を結集した新技術・システムの調査・研究を行うもので、

テーマの特性、調査研究手法、調査研究規模等により、以下のように分類します。 

これまでの実施テーマは参考資料をご覧ください。 

 

① Ａ型テーマ 

新技術・システムなどについて、エンジニアリング技術を結集して概念設計・基本設計

や基礎実験等を行うもの。 

＜１テーマ事業規模の目安：５百万円～１千万円前後／年、期間：１～２年＞ 

② Ｂ型テーマ 

新技術・システムのうち、国内・海外の具体的な地域特性に着目したテーマについて、

フィージビリティスタディ等の調査を行うもの。 

＜１テーマ事業規模の目安：５百万円前後／年、期間：１～２年＞ 

③ Ｃ型テーマ 

基本設計やフィージビリティスタディ等の段階を超えて、実証試験による確認等が必要

な段階にあるもの。 

＜１テーマ事業規模の目安：１．5～２千万円前後／年、期間：１～３年＞ 

 

３．望ましいテーマ： 

① 他業種・複数企業により取組まれるもの 

・学・官や異業種交流によるもの 

・学等を交えた研究会の設置 

② 当協会協同プロジェクト・国／ＮＥＤＯ等のプロジェクト形成に向けたもの 

・この調査研究の成果が将来における実際のプロジェクト化に結びつく可能性の高いも

の 

③ エンジニアリング業界にとって共通基盤的な技術に係るもの 

・特定企業や個別業種の枠を超えた横断的な分野など 

④ 機械工業全般の振興に貢献できるもの（産業・民生用のプラントや機械システムなど

エンジニアリング技術に特化したもの）・・・社会的ニーズ／先導性・新規性／技術的・

経済的波及効果が大きいと考えられるもの 
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４．提案テーマの審査： 

① 提案テーマの内容等について、当協会事務局にてヒアリングを行います。 

② 提案テーマについては、当協会に設置されている「研究開発企画委員会」において審査

を行います。 

③ 審査の基準は、上記３．の①～④の各項目等です。なお、審査に当たっては、上記の①

～④によって評価の重み付けを行い、優先順位を付けます。 

 

５．テーマの実施方法： 

① 審査の上、採用されたテーマについては(財)ＪＫＡに補助金の要望を行います。 

   （補助金の補助率は１／２となる見込みです。ご留意ください。） 

② 当協会内に本テーマについての研究会を設置し、その指導と助言の下に調査研究を実施

します。 

③ 調査研究の一部を企業に委託して実施します。委託先企業は、(財)ＪＫＡより本テーマ

への補助金交付が内定してから、公募を実施して決定します。 

④ 調査研究の成果報告書は一般に公開されます。 

 

６．テーマの公募から調査研究実施までのスケシュール（概略）。 

  平成２３年７月～８月上旬：テーマの公募 

      ～８月末：応募テーマのヒアリング 

       ９月 ：応募テーマの審査 

       ９月末：(財)ＪＫＡへの補助金要望 

  平成２４年４月 ：(財)ＪＫＡより補助金交付の内定 

       ４月～５月：調査研究の委託先企業の公募 

       ６月頃：調査研究の開始 

 

７．締め切り等： 

（１）提出期限 平成２３年８月５日（金）（１７：００必着） 

（２）提案書本文は、Ａ４版３～４枚程度にまとめて下さい。また、別途、概念図等を添付し

て下さい。提案書ファイル（MS-Word 形式）を E-mail でご提出下さい。なお、提出され

た提案書の内容について、後日当協会事務局でヒアリングを実施させて戴きます。 

（３）問い合わせ・提出先 

〒105-0003 東京都港区西新橋１丁目 4 番 6 号 

一般財団法人エンジニアリング協会 技術部 研究主幹 横山 弘善 宛  

Ｅ-mail：tdd321@enaa.or.jp 

TEL  ： 03-3502-4444  

FAX  ： 03-3502-4964 



 4

 

別紙 ２ 

 

平成２４年度技術調査研究に関するテーマの提案書 

 

提案者  会社名 

所在地（〒） 

所 属 

氏 名 

Ｅ_mail 

℡ № 

Fax № 

 

１．テーマ名 

テーマの類型 

Ａ，Ｂ，又はＣ型 

２．調査研究の背景及び目的（調査研究の必要性など） 

 

３．調査研究内容（実施する項目とその内容など）を具体的にＡ４用紙で３～４枚程度で記述

してください。 

また、必ず、概念図（ポンチ絵）を１枚以上添付してください。 

なお、必要に応じて参考資料を適宜添付してください。 

 

４．研究会編成（予定候補） 

委員長：□□□□大学＊＊＊＊教授（----専門) 

委 員：国、特殊法人、独立行政法人、自治体、団体、企業等からの予定メンバー 

 

５．調査研究期間 

(1)○年間 

(2)調査研究スケジュール概略表：（スケジュール概略表の作成例を下記に示します） 

  ・事業開始時期は概ね６月頃となります。     

・年度毎の「報告書の原稿作成完了時期」は、３月初旬が目処となります。 

 

 平成 24 年度 平成 25 年度 

    6   8   10   12   2  3 4   6   8   10   12   2  3 

研究会開催    ○    ○  ○    ○    ○  ○ 

文献調査 →→→→  

基礎実験 →→→→→→→→→→ →→→→→→→→→ 

実験結果分析 →→→→→ →→→→→→→ 

報告書作成              →              → 
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６．当該テーマの自己評価 

(1)社会的ニーズ 

 

(2)先導性・新規性 

 

(3)技術的、経済的波及効果 

 

(4)将来のプロジェクト化（実用化）への可能性と展望 

 

(5)共通基盤性（特定企業等の枠を超えた横断的分野、異業種交流など）  

   

(6)機械工業振興との関連性 

以 上 

 



参 考 資 料 実施テーマ一覧（平成元年以降、財団本部実施分）

Ａ型テーマ

国際協力

平成元年度

ﾘｿﾞｰﾄ地域に
おける知的創
造空間の形成
と地場産業の
新しい展開

海洋性ﾘｿﾞｰﾄ
母都市におけ
る高次都市機
能の集積

種子島ﾘｿﾞｰﾄ
整備計画

ビル情報シス
テムの標準化

平成２年度

平成３年度

平成４年度

波の津波力変
換による揚
水、貯水及び
定出力発電他

ごみ焼却炉排
ガス処理技術
ｼｽﾃﾑ

発展途上国向
け簡易脱硫技
術の開発に関
する調査研究

平成５年度

地熱エネル
ギー利用技術
の移転に関す
る調査研究

平成６年度

平成７年度

環境保全装置
へのFRP適用
のための評価
基準と機器設
計・製作指針
の策定

平成８年度

ｻｲﾊﾞｰ･ﾗﾎﾞﾗﾄ
ﾘｰ(電脳研究
所)の設計・運
営に関する調
査研究

繊維強化ﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸの化学ﾌﾟﾗ
ﾝﾄ・ﾒｲﾝﾌﾟﾛｾｽ
への適用の可
能性

目に優しい新
レーザ装置及
びその応用ｼ
ｽﾃﾑについて
の調査研究

断熱二重管を
用いた同軸熱
交換方式によ
る地熱採取技
術の開発

風力発電、光
発電及び波力
発電のﾊｲﾌﾞﾘｯ
ﾄﾞ発電方式の
可能性

国立公園内施
設電源用自然
ｴﾈﾙｷﾞｰ利用ｼ
ｽﾃﾑ

次世代高度分
離技術の調査
予測・解析及
び同技術を活
用したｼｽﾃﾑ
の構築

潜海チューブ
利用可能性

医療廃棄物の
処理システム

土壌環境評
価・修復シス
テム

排水の再生利
用のための高
度水処理技術
の開発

廃棄物溶融ス
ラグを主原料
とする焼成品
に関する調査
研究

新都における
インフラストラ
クチャー構築
に関する技術
的検討

超高層都市空
間システムの
開発

ｴﾈﾙｷﾞｰの複
合利用ｼｽﾃﾑ
を核とする地
域活性化

スペーステク
ノパークを中
心とする地域
活性化

建物屋上、人
工地盤等を活
用した都市緑
化システム

疎水性微多孔
質特殊膜を利
用したｲﾘｹﾞｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑの
技術検討及び
調査研究

阪神大震災の
被害調査に基
づく産業施設
の耐震性向上
に関する調査
研究

環境調和を考
慮した既存ダ
ム堆積物の除
去・活用に関
する調査研究

次世代空港
関連物流機
能の整備に

廃棄物問題都市・地域問題 エネルギー問題 未来型社会開発システムと新技術 地球環境問題

ごみ固形燃料
(RDF)化エネ
ルギー利用社
会システムの
総合評価に関
する調査研究

1 ﾍﾟｰｼﾞ



平成９年度
サイバー・メッ
セの運営に関
する調査研究

バーク等産業
廃棄物を利用
した高速ｺﾝﾎﾟ
ｽﾄ化の調査
研究

平成10年度

高電圧パルス
による廃ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ処理技術
の研究

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

高度金属材料
のプラント・機
器における最
適設計指針に
関する調査研
究

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

藻類による高
効率CO2固定
プラントに関
する実証研究

植物利用によ
る有害物質除
去技術に関す
る調査研究

有機塩素系溶
剤汚染地下水
の安全な浄化
研究

好アルカリ性
微生物による
石油系炭化水
素汚染土壌の
浄化技術の研
究開発

次世代対応・
環境調和型高
効率発電シス
テム整備のた
めの調査研究

ｻﾎﾟｰﾄ/ｲﾝﾌｨﾙ
型街区を用い
たｽﾄｯｸ性の
高い密集市街
地再開発ｼｽﾃ
ﾑの開発に関
する調査研究

環境保全と景
観創出を目的
とした壁面緑
化システムに
関する調査研
究

コケパネル利
用都市緑化エ
ンジニアリン
グに関する調
査研究

高温水広域
ネットワークシ
ステムの具体
化に関する調
査研究

消費エネル
ギー20%削減
住宅構築のた
めの地域環境
適応型システ
ムの調査研究

ペーパース
ラッジ灰利用
浚渫泥土リサ
イクル技術に
関する調査研
究
（20-21年度）

保水性コンク
リートを用い
た構造物高温
化防止システ
ムに関する調
査研究
（19-20年度）

都市環境改善
路面緑化シス
テムに関する
調査研究
（21-22年度）

産業用電力系
統における系
統安定化技術
に関する調査
研究
（19-20年度）

超微細加工機
器・施設の上
下動地震リス
ク低減技術の
確立に関する
調査研究
（19-20年度）

貝類廃棄物分
解・バイオエ
ネルギー回収
システムに関
する調査研究

閉鎖型最終処
分場における
環境保全処理
技術の開発

関する調査
研究

環境調和を考
慮したゴミ焼
却残渣溶融ス
ラグの建築構
造材料への活
用に関する調
査研究

石炭火力発電
溶融化スラグ
有効利用シス
テムに関する
調査研究

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類汚
染水質・土壌
の微生物によ
る直接浄化シ
ステムに関す
る調査研究

もえがら廃棄
物を再資源化
した環境改善
材料の有効利
用に関する調
査研究

生態系モデリ
ングによる水
域を中心とし
た自然環境の
定量的評価手
法に関する調
査研究

2 ﾍﾟｰｼﾞ



Ｂ型テーマ　その１

エネルギー問題
未来型社会開
発システムと新
技術

地球環境問題 　廃棄物問題

平成元年度

羽昨市リゾー
ト滝港地区の
開発事業化促
進

北海道大樹町
開発振興に関
する調査

久慈市地域振
興計画調査

タイ遺跡修復
と地域振興ブ
ロジェクト推進
調査

ｱﾒﾘｶ･ﾊﾜｲ州
における離島
用低圧化ﾀﾝｸ
方式波力発電
ｼｽﾃﾑ調査

ペルー・リマ
市の生活用水
確保に関する
調査

熱帯地方　熱
帯林産資源の
ﾊｲﾃｸ素材産
業に関する
F/S

ミャンマー・天
然ガス有効利
用検討プロ
ジェクト調査

平成２年度

西播磨テクノ
ポリスにおけ
る研究支援型
サービス業

大樹町開発振
興計画

網走市能取新
港地域振興計
画

若者の定住を
促進する佐久
間町21世紀計
画

都市型ローカ
ルエネルギー
の利用推進方
策（大阪市）

ネパール・セメ
ント二次製品
工場建設調査

フィジー・浮体
移動式工事作
業システム確
立のための調
査

平成３年度

山河の自然・
社会資源を活
用した地域活
性化システム

日本海ハー
バーシティー
ズネットワーク
整備構想

網走市能取新
港地域振興計
画

ヴェトナム中
部地区に於け
る低品位炭を
利用した山元
発電の事前調
査

平成４年度

ｳﾞｪﾄﾅﾑ中部
の低品位無煙
炭の火力発電
への適用可能
性調査及び発
電所の立地検
討

中国の砂漠に
おける太陽エ
ネルギー開発
調査

平成５年度

オストラヴァ市
の環境汚染調
査及びその対
策

ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ市
における生活
廃棄物処理整
備計画のプ
レ・F/S

中国化学コン
プレックス環
境対策プロ
ジェクト発掘
調査

ＭｇＯを脱硫
剤とする簡易
排煙脱硫技術
の中国への適
用に関する調
査

平成６年度

平成７年度

平成８年度

アジアを視野
に入れた製
造・流通拠点
整備構想

鞆ベイエリア
構想

エジプト・バイ
オフィルターシ
ステム・プロ
ジェクト調査

国際協力

鉱山地域の再
開発による町
の活性化調査
(宮城県鶯沢
町)

都市・地域問題

地域創造産業
の育成と地域
資源の高度利
用
（北海道中川
町）

仙台卸商セン
ター活性化に
向けた物流機
能再整備方策
に関する研究

棚原町環境創
造計画事業化
可能性調査

「ノースゲート
ウェイ：稚内」
構想

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ･ｱﾝ
ｺｰﾙ遺跡修復
と周辺地域の
社会文化発展
基礎調査

ハワイ等諸島
における次世
代型波力発電
システムプロ
ジェクト調査

国立公園自然
エネルギー利
用排水処理シ
ステムのモデ
ル化に関する
調査研究

豊頃町マリン
スティ構想

新島・式根島
地域の渡海・
観光施設設置
の可能性に関
する調査研究

環境創造都市
構築に関する
総合システム
化の調査研究

次世代の卸売
業流通拠点シ
ステムの開発
に関する調査
研究

新たな社会資
本整備に係る
物流ネット
ワーク高度化
構想に関する
調査研究

3 ﾍﾟｰｼﾞ



平成９年度

公的介護保険
制度における
サービスコー
ディネート支
援システムの
調査研究

廃プラスチック
の総合リサイ
クルシステム
の開発

平成10年度

極軌道周回衛
星打上げ・管
制基地の建設
に関する調査
研究

ごみガス化・
ﾋﾟｰｸ対応型
RDF-G発電ｼ
ｽﾃﾑのプロ
ジェクト計画
策定に関する
調査研究

平成11年度

極軌道周回衛
星打上げ基地
及び衛星地上
局の建設に関
する調査研究

平成12年度

東南アジアに
おける都市鉄
道ｼｽﾃﾑ高度
化調査

平成1３年度

地域冷暖房用
高温水供給の
事業化に関す
る調査研究

途上国におけ
る飲料用井戸
水ヒ素除去装
置のプロジェ
クト化に関す
る調査研究

平成14年度

畜産廃棄物再
資源化ビジネ
スモデルの可
能性調査

平成15年度

中国雲南省昆
明湖における
超伝導磁気
フィルター・植
生複合浄化シ
ステムの適用
可能性調査

平成16年度 砂漠地域セメ

手賀沼ルネッ
サンス計画

総合的地域振
興のための市
街地における
歴史的遺産活
用技術システ
ムの開発に関
する調査研究

セメントプラン
トでの環境保
全技術に関す
る調査研究

4 ﾍﾟｰｼﾞ



Ｂ型テーマ　その２

都市・地域問題 エネルギー問題
未来型社会開
発システムと新
技術

地球環境問題 　廃棄物問題

平成元年度

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ共
和国におけ
る西ｶﾘﾏﾝﾀ
ﾝ州地域開
発計画調査

平成２年度

中国神木炭
総合有効利
用Ｃｏｍｐｌｅ
ｘ建設に係
わる計画調
査

平成３年度

冷熱利用廃
棄物低温破
砕総合リサ
イクルシス
テム

発展途上国
に対する環
境対策のた
めの移転技
術体系化構
想

平成４年度

平成５年度

平成６年度

市街化地域
におけるご
み焼却工場
建替に関す
る構想策定
調査

ｳﾞｪﾄﾅﾑ低品
位炭を燃料
とする火力
発電所の
フィージィビ
リティ調査

国際協力

5 ﾍﾟｰｼﾞ



Ｃ型テーマ

　　　エネルギー問題 　　　　地球環境問題

平成元年度

平成２年度

平成３年度

平成４年度

平成５年度

平成６年度

平成７年度

平成８年度

平成９年度

平成10年度

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

未来型社会開発システムと新技
術

雪の冷熱エネルギー利
用　実証試験

高度管理型最終処分場
の新プロセス技術の実証
試験

ＰＣＢ汚染土壌からのＰＣ
Ｂ超音波分離・電気分解
装置の実用化に関する
実証研究

写真画像の３次元表示・
利活用システムの実証
試験

サイバー・メッセに関する
実証試験

超電導磁気ﾌｨﾙﾀｰ式浄
化ﾌﾟﾗﾝﾄと植生浄化複合
ｼｽﾃﾑの実証試験

排水の再生利用のため
の高度水処理技術の開
発実証試験

6 ﾍﾟｰｼﾞ


